
埼玉県における温暖化対策の現状 
 

 本県は、現行の「埼玉県地球温暖化対策地域推進計画」を平成１６年３月策定し、

平成２２年度のＣＯ２などの温室効果ガス排出量を基準年（平成２年度）よりも６％

削減する目標を定めた。 

平成１７年度の排出量は４，３１１万トン（ＣＯ２換算）で基準年比５．６％増

加しており、目標達成には１１．６％の削減が必要となっている。 

資料２ 

◇目標 

温室効果ガス排出量（平成22年度）

3,839万ｔ(基準年比 －6%) 

 

◇排出量（平成1７年度） 

4,311万ｔ(基準年比 ＋5.６％) 

 

◇目標達成に必要な削減量 

472万ｔ 

※CO2は温室効果ガス全体の9７%を占める 

 

１ 現 状 

（１）温室効果ガス削減の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）部門別二酸化炭素（ＣＯ２）排出量 

 

運輸部門

廃棄物部門

工業ﾌﾟﾛｾｽ

部門

産業部門

業務部門 家庭部門

１，３５７万ｔ
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（１３．４％）

８４５万ｔ
（２０．２％）

 

部門 基準年比増減 (%)

産    業 －１２  

業   務 ４３  

家   庭 ４０  

運      輸 ２１  

廃 棄 物      ６．７ 

工業プロセス －３７  

4,1８４万ｔ 

◇基準年比で大きく増加した部門 

業務、家庭、運輸の3部門 

◇CO2排出量（平成１７年度） 

 

 



（３）排出量の推移 

温室効果ガス排出量はここ数年横ばいの傾向にある。県民１人あたりの排出量は

基準年以降やや減少しているがここ数年は横ばいの傾向にある。 

 
埼玉県の温室効果ガス排出量の推移
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その他温室効果ガス

ＣＯ２（工業プロセス）

ＣＯ２（廃棄物）
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県民１人あたり排出量（ｔ/人・年）
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（４）全国との比較 

本県の二酸化炭素排出量は全国の３％を占めている。部門別では産業部門、業務

部門の割合が全国に比して少なく、運輸部門、家庭部門の割合が比較的大きい。 

また、１人あたりの排出量は本県の５．９ｔ/人に対し、全国は１０．１ｔ/人と

全国の５８％程度となっている。 
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   ※埼玉県には大規模発電所等が無いため、エネルギー転換部門からの排出は無い。 



２ 埼玉県の主な温暖化対策の施策                  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

・エコア

・エコア

ップ宣言の普及拡大 

ップ認証制度の普及 

・中小企業支援の充実 

・建物・施設の省エネルギー化

 

 
産業部門の対策
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再生可能エネル

ギーの活用 

 

・地域バイオマスの利活用の 

促進 

・県有施設へ率先導入 

・小中学校へ導入補助 

・事業者へ導入支援 

太陽光発電の 

普及 

バイオマスの 

利活用 

・針広混交林の造成など森林 

整備の推進 

・県民参加による森林づくり 

の推進 

・ガイドラインの策定 

・身近な緑の保全・創出 

ＣＯ２吸収源･

ヒートアイラン

ド対策 

森林の整備・保

全 

ヒートアイランド

対策 

・エコライフ DAY の拡大 

・ＣＯ２の見える化の推進 

・カーボン・オフセット運動 

家庭部門の対策

運輸部門の対策
・低公害車の普及 

・エコドライブの普及 

環境学習の充実 環境学習の推進 ・環境学習資材の配付 

・みどりの学校づくりの推進 

地域や企業によ

る学習支援 
・環境アドバイザー 

・環境教育アシスタント 

・環境学習応援隊 

 主 な 取 組 


